
業務利活用のための生成ＡＩサービス提供事業者に係る募集要項 

 

 京都市消防職員（以下「消防職員」という。）が消防局本部庁舎及び各消防署（消防分

署を含む。）で業務に利活用するための生成ＡＩサービスを提供する事業者（以下「受託

者」という。）について、公募型プロポーザル方式により選定しますので、受託希望者か

らの提案を以下のとおり募集します。 

 

１ 目的 

 消防職員が業務に利活用するための生成ＡＩサービスを導入し、企画立案、文書作成

その他の消防行政に関する業務に活用することで、各種業務における効率性や生産性を

向上させることを目的とする。 

 

２ 契約予定内容 

 ⑴ 件名 

   生成ＡＩサービス提供業務 

 ⑵ 契約期間 

   契約の日の翌日から令和８年３月３１日まで 

 ⑶ 業務内容 

別紙１「生成ＡＩサービス提供業務仕様書（以下「仕様書」という。）」のとおり 

 

３ 契約上限額 

  金１，３００，０００円（消費税及び地方消費税額を含む。） 

 

４ プロポーザルの参加資格 

 プロポーザルに参加できる者は、次の各号に掲げる要件を全て満たす者とする。 

ア 京都市競争入札参加有資格者名簿に登載されており、かつ、公募開始日から選定結

果の通知の日までの期間に、京都市競争入札等取扱要綱第２９条第１項の規定に基づ

く競争入札参加有資格の停止を受けていないこと。ただし、京都市競争入札等取扱要

綱第２条第１項各号に掲げる資格を有すると認められる場合は、本要件を満たす者と

みなす。 

イ 本事業の目的を十分に理解したうえで業務を実施できること。 

ウ 情報セキュリティマネジメントシステム適合性評価制度（ＩＳＭＳ）又はプライバ

シーマークなどによる情報セキュリティに関する資格を有していること。 

 

５ 参加手続等 

⑴ 関連書類の交付 



 本プロポーザルに関する書類を、令和７年４月３０日（水）から令和７年５月２３

日（金）まで、京都市消防局ホームページ上で次のとおり交付する。 

ア 業務利活用のための生成ＡＩサービス提供事業者に係る募集要項（本書） 

イ 仕様書（別紙１） 

ウ 企画提案書等作成要領（別紙２） 

エ 評価基準（別紙３） 

オ 会社概要（様式１） 

カ 見積書（様式２） 

キ 調査同意書（水道料金・下水道使用料）（様式３）  

ク 使用印鑑届（様式４）  

ケ 誓約書（様式５） 

 ⑵ 企画提案書等の提出 

 本プロポーザルへの参加を希望する者（以下、「提案者」という。）は、企画提案

書等作成要領（別紙２）に基づき、企画提案書等を作成し、次のア～エのとおり、提

出すること。（提出先は、後記「１１問合せ先及び提出先」のとおり） 

ア 提出書類 

(ｱ) 企画提案書（様式任意） 

(ｲ) 会社概要（様式１） 

(ｳ) 見積書（様式２） 

(ｴ) 情報セキュリティマネジメントシステム適合性評価制度（ＩＳＭＳ）、プラ

イバシーマークなどによる情報セキュリティに関する資格を有していることを証

する書面 

(ｵ) 本市の競争入札参加資格者名簿に登録されていない提案者にあっては、上記

(ｱ)～(ｴ)に加え、次のａ～ｆに掲げる書類（ただし、調査同意書（水道料金・下

水道料金）については、本市内に事業所等を有さない者は提出不要） 

ａ 登記事項証明書（履歴事項全部証明書又は登記簿謄本）（申請日前３か月以

内に発行のもの）  

ｂ 印鑑証明書 （申請日前３か月以内に発行のもの）  

ｃ 直近年度の納税証明書（国税及び地方税）  

ｄ 調査同意書（水道料金・下水道使用料）（様式３）  

ｅ 使用印鑑届（様式４）  

ｆ 誓約書（様式５）  

イ 提出部数 

・上記ア(ｲ)、(ｴ)及び(ｵ) 各１部 

・上記ア(ｱ)及び(ｳ) 企画提案書等作成要領  別紙２に定めるとおり 

ウ 提出方法 



郵送（書留郵便に限る。）又は直接持参 

 ※ 持参の場合は、事前に連絡すること。 

エ 提出期限 

  令和７年５月２８日（水）（当日消印有効） 

 ⑶ 留意事項 

  ア 言語及び通貨 

    この手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

  イ 失格となる企画提案書等 

 企画提案書等が、次の事項のいずれかに該当するものは、失格となる場合があ

る。なお、失格となった場合は、別途通知する。 

(ｱ) 本要項に定める事項に適合しないもの 

(ｲ) 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの 

(ｳ) 虚偽の内容が記載されているもの 

 ウ 制約事項 

(ｱ) 提出書類の作成及び提出に要する費用は、全て提案者の負担とする。 

(ｲ) 本市は、提案者から提出された書類について、本プロポーザルに係る手続以

外には、提案者に無断で使用しない。 

(ｳ) 本市は、提出された書類について、本プロポーザルに係る手続に必要な範囲

で複製することがある。 

(ｴ) 提案者から提出された書類について、提出期限後の差替え及び再提出は一切

受け付けない。 

(ｵ) 提案者から提出された書類は全て返却しない。 

(ｶ) 企画提案書提出後、審査委員会における性能等のテストのため、提案する生

成ＡＩサービスのトライアル環境を本市と協議のうえ、審査委員が最低１週間程

度テストできる環境を提供すること。 

 なお、トライアル環境の提供費用は無償とし、見積書（様式２）に計上しない

こと。 

 

６ 本件に対する質問期限及び回答 

⑴ 質問提出期限 

   令和７年５月１４日（水）１７時 

   ※質問提出期限後の質問は、一切受け付けない。 

 ⑵ 質問方法 

  ホームページ上の質問フォームにて受付 

⑶ 回答日及び回答方法 

 令和７年５月２３日（金）までに、質問事項及びその回答を京都市消防局ホームペ



ージ上で公表する。 

 

７ 審査 

 ⑴ 審査委員会 

  審査委員会は以下の委員で構成する。 

ア 消防局総務部総務課長 

イ 消防局総務部総務課企画担当課長  

ウ 消防局警防部情報指令課長 

エ 消防局総務部総務課文書法務係長 

オ 消防局警防部情報管理係長 

⑵ 審査方法 

 提案者から提出された書類をもとに、審査委員会において評価基準（別紙３）に基

づき、審査を行う。 

⑶ その他 

 企画提案書提出後、提案内容についてヒアリングを行うことがある。その際は、提

案者に対して連絡する。 

 

８ 受託者の決定 

⑴  受託候補者の決定 

 上記７に基づき、審査委員会が、全ての提案者について企画提案内容の審査を行

い、順位を決定のうえ、最も上位の者を受託候補者（第一交渉権者）に選定する。 

 ただし、全ての提案者の点数が５０点に満たない場合は、受託候補者を選定しない

ことがある。 

 ⑵ 審査結果の通知 

ア 審査結果については、書面をもって通知する。（令和７年６月１３日（金）に発

送予定） 

イ 通知内容に疑義のある提案者が説明を求める場合は、令和７年６月１９日（木）

１７時までに、疑義の内容を書面に記載し、当課へ提出すること。提出は持参によ

るものとし、郵便及び電送（電子メール、ＦＡＸ等）によるものは認めない。提出

のあったものについては、提出から１週間以内に書面をもって回答する。 

 ⑶ 受託者の決定 

 受託候補者と協議し、仕様等契約内容について合意した場合は、契約を締結する。

なお、受託候補者（第一交渉権者）と協議し、合意しなかった場合は、次順位の交渉

権者を新たな受託候補者として協議を行う。 

 ⑷ 選定結果の公表 

 京都市消防局ホームページ上において、参加した事業者及び評価点その他の契約の



相手方を選定した理由が分かる情報を公開する。 

 

９ 契約に関する基本的事項 

  受託者との契約においては、次の事項を基本とする。 

⑴ 契約金額 

  契約金額は、契約上限額の範囲内において、受託候補者の提示価格に基づき、受託

候補者と協議のうえ決定する。 

 ⑵ 契約内容 

 契約内容は、仕様書、企画提案書の内容に基づき、受託候補者と協議のうえ決定す

る。ただし、提案内容は、実現を確約したものとみなす。 

 ⑶ 契約期間 

 契約の期間は、契約の日の翌日から令和８年３月３１日までとする。なお、当該契

約は次年度以降の契約を確約するものではない。 

 ⑷ 特約事項 

ア 企画提案内容の実現に当たり追加費用及び別途費用が生じた場合は、全て受託者

の負担とする。 

イ 受託者が、企画提案内容を履行できない場合は、本市に対し、違約金を支払わな

ければならない。 

 ⑸ 再委託の禁止 

   受託者は、本業務の履行を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。 

 ⑹ 契約保証金 

   免除する。 

 ⑺ 利用費用の支払 

 受託者の請求に基づき、当該年度の生成ＡＩサービスの利用費用を支払うこととす

る。支払時期は、本市と受託者と協議して決定する。 

 ⑻ 進捗管理 

 本市は、適宜、進捗状況について評価を行う。その結果、契約の目的を達成するこ

とができないと判断したときは、途中で契約を解除することができる。ただし、利用

可能な成果物があるときは、引渡しを受けることがある。そのときは、その成果物に

相応する利用費用を支払うものとする。 

⑼ 契約不適合責任 

ア 本市は、提供を受けた契約目的物が種類、品質又は数量に関して契約の目的に適

合しないものであるときは、受託者に対してその不適合（以下本条において「契約

不適合」という。）の修正等の履行の追完（以下本条において「追完」という。）

を請求することができ、受託者は、当該追完を行うものとする。ただし、本市に不

相当な負担を課するものではないときは、受託者は本市が請求した方法と異なる方



法による追完を行うことができる。 

イ 本市は、契約不適合により損害を被った場合、受託者に対して損害賠償を請求す

ることができる。 

ウ 本市は、契約不適合について、追完の請求にもかかわらず相当期間内に追完がな

されない場合又は追完の見込みがない場合で、契約不適合により契約の目的を達す

ることができないときは、契約の全部又は一部を解除することができる。 

エ 受託者が本条に定める責任その他の契約不適合責任を負うのは、引渡しを受けた

日から２年以内に甲から契約不適合を通知された場合に限るものとする。ただし、

引渡しを受けた時点において受託者が契約不適合を知り若しくは重過失により知ら

なかった場合、又は契約不適合が受託者の故意若しくは重過失に起因する場合には

この限りでない。 

オ アからエまでの規定は、契約不適合が本市の提供した資料等又は本市の与えた指

示によって生じたときは適用しない。ただし、受託者がその資料等又は指示が不適

当であることを知りながら告げなかったときは、この限りでない。 

 

10 問合せ先及び提出先 

  京都市消防局総務部総務課 藤本、佐藤 

  住所：〒６０４－０９３１ 

     京都市中京区押小路通河原町西入榎木町４５０－２ 

  電話：０７５－２１２－６６１２ 

ＦＡＸ：０７５－２５１－００６２ 

  メール：shomu-shobo@city.kyoto.lg.jp  


